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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第153期 

第１四半期連結 
累計期間 

第154期 
第１四半期連結 

累計期間 
第153期 

会計期間 
自 平成28年４月１日 
至 平成28年６月30日 

自 平成29年４月１日 
至 平成29年６月30日 

自 平成28年４月１日 
至 平成29年３月31日 

売上高 （百万円） 20,560 20,235 91,466 

経常利益 （百万円） 527 497 4,367 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（百万円） 329 340 3,031 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 266 456 3,913 

純資産額 （百万円） 30,032 33,523 33,555 

総資産額 （百万円） 69,157 72,939 75,498 

１株当たり四半期（当期） 

純利益金額 
（円） 5.34 5.52 49.14 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 43.2 45.8 44.2 

（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

 また、主要な関係会社における異動もありません。

- 2 -



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 (1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善などを背景に緩やかな回復基調

で推移しましたが、海外経済の不確実性や欧米の政治動向等の不安材料もあり、先行きは不透明な状況が続いて

おります。インテリア業界では、一昨年の建築着工量が弱含みで推移した影響等により、内装材の新築需要に力

強さが見られませんでした。また、昨年秋以降の原油・ナフサ価格上昇に伴い主要原材料価格が反騰するなど、

収益面においても厳しい環境となりました。 

このような状況の中、当社グループは独自性のある製品開発や提案営業を推進し、新たな需要の創出に注力す

るとともに、高付加価値製品の拡販や生産効率の向上等に努めてまいりました。その結果、当第１四半期連結累

計期間における売上高は20,235百万円（前年同期比 1.6％減）、営業利益は376百万円（前年同期比 22.1％

減）、経常利益は497百万円（前年同期比 5.6％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は340百万円（前年同

期比 3.3％増）となりました。 

セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、セグメント間の取引を含めて表示しております。 

＜プロダクト事業＞

塩ビ床材では、新柄を投入したビニル床タイル「ロイヤルシリーズ」やマンション開放廊下向けの防滑性ビニ

ル床シート「ＮＳ800」などが市場浸透したことにより、売上が伸長しました。また、本年５月には、ビニル床

シート「フロアリューム プレミアシリーズ」を長期間ワックスメンテナンスが不要な「ＮＷシリーズ」として

リニューアルし、ＮＷシリーズのさらなる拡販に努めました。カーペットでは、ホテル需要を中心にロールカー

ペットが好調に推移しましたが、オフィス向けのタイルカーペットは低調な動きとなりました。壁装材では「不

燃認定壁紙1000」や汎用グレードの「ＶＳ」が前年同期を上回る売上となり、カーテンでは「プラスボヌール 

2016-2019」が堅調に推移しました。これらの結果、プロダクト事業の売上高は12,283百万円（前年同期比 

3.0％減）、セグメント利益は676百万円（前年同期比 18.1％増）となりました。 

＜インテリア卸及び工事事業＞ 

インテリア卸事業では、新設住宅着工戸数が底堅い動きとなったことなどから、金物や建材・設備関連の売上

が堅調に推移しましたが、内装材需要は力強さに欠け、全体では前年同期を下回りました。これらの結果、イン

テリア卸及び工事事業の売上高は13,000百万円（前年同期比 1.4％減）、セグメント損失は19百万円（前年同期

セグメント利益 106百万円）となりました。 

 (2) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 (3) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、183百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 141,603,000

計 141,603,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末 
現在発行数（株）

（平成29年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成29年８月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 66,829,249 66,829,249
東京証券取引所 

（市場第一部）
単元株式数 100株

計 66,829,249 66,829,249 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数
（千株）

発行済株式 
総数残高 
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金 
増減額

（百万円）

資本準備金 
残高 

（百万円）

平成29年４月１日～

平成29年６月30日
― 66,829 ― 6,855 ― 1,789

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 5,138,500
― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 61,623,300 616,233 ―

単元未満株式 普通株式  67,449 ― ―

発行済株式総数 66,829,249 ― ―

総株主の議決権 ― 616,233 ―

（注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が7,000株（議決権の数

70個）含まれております。

２ 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式が86株含まれております。

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

東リ株式会社
兵庫県伊丹市東有岡５丁目125番地 5,138,500 ― 5,138,500 7.69

計 ― 5,138,500 ― 5,138,500 7.69

（注）   当第１四半期会計期間末（平成29年６月30日）の自己株式は、5,138,900株（発行済株式総数に対する所有株

式数の割合7.69％）となっております。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】
１．四半期連結財務諸表の作成方法について

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成29年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 10,413 10,699 

受取手形及び売掛金 27,046 22,868 

商品及び製品 6,933 7,877 

仕掛品 1,108 1,150 

原材料及び貯蔵品 1,443 1,474 

繰延税金資産 475 310 

その他 863 1,158 

貸倒引当金 △224 △162 

流動資産合計 48,059 45,378 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 6,148 6,130 

機械装置及び運搬具（純額） 2,115 2,010 

工具、器具及び備品（純額） 235 228 

土地 9,075 9,076 

建設仮勘定 696 962 

その他（純額） 67 68 

有形固定資産合計 18,339 18,477 

無形固定資産    

ソフトウエア 234 227 

その他 494 478 

無形固定資産合計 728 706 

投資その他の資産    

投資有価証券 5,693 5,858 

繰延税金資産 435 391 

その他 2,372 2,251 

貸倒引当金 △130 △124 

投資その他の資産合計 8,370 8,377 

固定資産合計 27,438 27,561 

資産合計 75,498 72,939 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成29年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 22,809 21,797 

短期借入金 1,550 1,950 

未払法人税等 933 87 

未払費用 1,580 1,367 

賞与引当金 797 216 

その他 2,215 2,346 

流動負債合計 29,886 27,765 

固定負債    

長期借入金 5,305 4,905 

環境対策引当金 27 27 

退職給付に係る負債 4,094 4,126 

その他 2,628 2,592 

固定負債合計 12,056 11,651 

負債合計 41,943 39,416 

純資産の部    

株主資本    

資本金 6,855 6,855 

資本剰余金 6,423 6,423 

利益剰余金 19,377 19,231 

自己株式 △1,121 △1,121 

株主資本合計 31,534 31,388 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 2,029 2,142 

為替換算調整勘定 － △1 

退職給付に係る調整累計額 △187 △157 

その他の包括利益累計額合計 1,841 1,983 

非支配株主持分 178 151 

純資産合計 33,555 33,523 

負債純資産合計 75,498 72,939 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年６月30日) 

売上高 20,560 20,235 

売上原価 14,690 14,436 

売上総利益 5,870 5,798 

販売費及び一般管理費 5,386 5,422 

営業利益 483 376 

営業外収益    

受取利息 1 0 

受取配当金 66 82 

仕入割引 21 20 

保険配当金 53 46 

その他 30 32 

営業外収益合計 172 183 

営業外費用    

支払利息 23 21 

売上割引 35 35 

為替差損 60 － 

その他 10 4 

営業外費用合計 129 61 

経常利益 527 497 

特別損失    

固定資産除却損 4 5 

特別損失合計 4 5 

税金等調整前四半期純利益 523 492 

法人税、住民税及び事業税 27 32 

法人税等調整額 163 145 

法人税等合計 190 178 

四半期純利益 332 313 

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△） 
2 △26 

親会社株主に帰属する四半期純利益 329 340 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年６月30日) 

四半期純利益 332 313 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △104 113 

為替換算調整勘定 － △1 

退職給付に係る調整額 39 30 

その他の包括利益合計 △65 142 

四半期包括利益 266 456 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 263 482 

非支配株主に係る四半期包括利益 2 △26 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間より、東璃（上海）貿易有限公司は重要性が増したため、連結の範囲に含めており

ます。

（四半期連結貸借対照表関係）

債権流動化に伴う偶発債務

前連結会計年度
（平成29年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成29年６月30日）

197百万円 207百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成28年４月１日
至  平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成29年４月１日
至  平成29年６月30日）

減価償却費 310百万円 300百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額 
（百万円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月23日 

定時株主総会
普通株式 555 9.00  平成28年３月31日  平成28年６月24日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額 
（百万円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月21日 

定時株主総会
普通株式 493 8.00  平成29年３月31日  平成29年６月22日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 

(注)１ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

(注)２ 
 

プロダクト 

事業 

インテリア卸 

及び工事事業 
計 

売上高          

外部顧客への売上高 7,456 13,104 20,560 － 20,560 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
5,206 78 5,285 △5,285 － 

計 12,663 13,182 25,845 △5,285 20,560 

セグメント利益 572 106 679 △151 527 

 (注)１ セグメント利益の調整額△151百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円） 

  報告セグメント 
調整額 

(注)１ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

(注)２ 
 

プロダクト 

事業 

インテリア卸 

及び工事事業 
計 

売上高          

外部顧客への売上高 7,302 12,933 20,235 － 20,235 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
4,981 67 5,049 △5,049 － 

計 12,283 13,000 25,284 △5,049 20,235 

セグメント利益又は損失（△） 676 △19 657 △159 497 

 (注)１ セグメント利益又は損失の調整額△159百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。

２ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 5円34銭 5円52銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
329 340

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
329 340

普通株式の期中平均株式数（千株） 61,692 61,690

 （注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

    該当事項はありません。

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年８月８日

東リ株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 川  井  一  男   ㊞ 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 坊  垣  慶 二 郎  ㊞ 

 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東リ株式会社の

平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平成29年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビ

ューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東リ株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

 （注）１. 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

 ２. ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 


